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広域予備率管理による需給運用について

２０２０ 年２月１８日

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 事務局

第48回調整力及び需給バランス評価等に
関する委員会 資料２－１



2本日の内容

 第47回の本委員会にて、広域予備率による需給運用に向け、検討課題の整理を行った。広域予備率
の算定方法について基本的な考え方をご確認いただいた。また、広域予備率の算定諸元となる想定
需要と供給力について論点整理をした上で、広域予備率は、その算定断面においてオペレーション
上可能性が高い（蓋然性のある）数値を目指し、供給力の計上方法については一定の統一性を持た
せた手法を志向することとした。

 今回は、各一般送配電事業者による供給力の積み上げ方について、週間断面から当日実需給におけ
る具体的な統一方針の検討結果を提案するので、その内容についてご議論いただきたい。

 本日、ご議論いただき方向性について概ね了承いただければ、広域機関システム及び各社中給シス
テムの改修に向け、具体的な要件定義に入らせていただく。

 併せて、システム改修納期及び各制度との整合性を考慮し、広域予備率による需給運用のスタート
時期について、合理的なターゲットを設定すべくご議論いただきたい。



3（参考）広域予備率による管理に係る環境変化

年度 2020 2021 2022 2023 2024

目
的

１．需給監視（エリア・広域）

情報公表
２．市場行動動機づけ

３．需給ひっ迫警報

制
度
・
需
給
環
境
の
変
化

広域運用

予備率

エリア予備率

広域予備率

電源調達

公募

容量市場

需給調整市場

新インバランス制度

3社で開始
⇒順次拡大

2021.4
9社広域運用開始目標

オフライン算出
モニタラン予定 30分毎自動計算

電源Ⅰ・Ⅱ公募継続

2021.4 三次②開始 順次商品拡大

エリア内公募中はエリア予備率の概念継続

エリア予備率による管理

広域ブロックの予備率による管理

新インバランス
制度開始

現状レベル
の公表

広域ブロック
追加

需給監視を取り巻く制度・環境の変化は下表の通り。

広域ブロック
のみ

電源Ⅰ・Ⅱ
公募終了



4広域予備率に係る検討課題の全体像

No. 大項目 小項目 前回 今回

① 広域予備率算定方法 計算ロジックの基本的な考え方 計算手法の確認 (広域システム要件
定義へ)

② 広域予備率算定諸元
の統一化

a. 需要想定 現状の確認 -

b. 供給力想定（前日スポット取引後）
b-1. 調整電源(揚水発電)の潜在計算
b-2. 非調整電源の想定方法

論点の整理 【本委員会付議】

供給力想定方法の
妥当性確認

(中給システム改修
要件定義へ)

c. 供給力想定（前日スポット取引前）
c-1. 計画の点数及び時間帯
c-2. 調整電源の想定方法
c-3. 非調整電源及び連系線潮流の想

定主体と方法

論点の整理

③ 広域予備率による需給
運用開始時期

市場や各制度の開始時期、①②の考え方
に基づくシステム改修時期を踏まえ、いつか
ら運用を開始するか

- 【本委員会付議】

運用開始時期の
ターゲット設定

 前回の本委員会で、広域予備率算定方法の基本的な考え方について大筋了承いただいた。
 広域予備率に係る具体的な検討項目の内、一般送配電事業者の供給力の想定方法について、広域機関

と一般送配電事業者とで統一化案を検討したのでその結果を紹介する。
 統一化案の妥当性をご確認いただき、システム改修納期と制度の整合を総合的に勘案し、広域予備率

による運用の開始時期について合理的なターゲットを設定させていただきたい。



5（参考）広域予備率算定の目的

 広域予備率は以下の指標を示すために算定する。

 広域的に供給力・安定供給が確保されているかの確認

 新インバランス料金制度において、小売・発電事業者の需給改善行動を促す需給ひっ迫時補正インバランス
料金の指標となる。

 容量市場における需給ひっ迫時におけるリクワイアメントのアラート（需給注意報・需給ひっ迫のおそれ）

 2022・23年度は、容量市場は開設されていないものの、新インバランス料金制度は開始する予定。広域予備率を
確認しながら、小売事業者は自らの需要想定の精査等を行い、電源確保に努めることとなる。また、補正料金算定
インデックスは、2024年度には広域予備率と一本化することを目指すとされている。（スライド９参照）

 2024年度以降では、容量市場における需給ひっ迫のリクワイアメントや、発動指令電源の発動における指標となる。

広域予備率公表 ２０２２・２３年度 ２０２４年度以降

週間時点 • 一般送配電事業者等による適切なバランス
停止機の起動。
• 広域予備率が低い場合、不足インバランス
料金が高くなることから、小売事業者への需
要計画の再精査・市場からの電源の調達に
対する注意喚起。

• 「需給注意報」の発令。
• 発電事業者にバランス停止機の起動（準
備）を促すこと。
• 発電事業者に揚水発電機において上池への
ポンプアップを促すこと。
• 小売事業者への需要計画の再精査・市場か
らの電源の調達に対する注意喚起。

前々日（スポット前）

前日夕方（スポット後） • 「需給ひっ迫のおそれ」の対象コマ決定。
• 容量市場におけるリクワイアメント対応。
（発電事業者はバランス停止機は起動させ、
市場に応札させること他）

• 発動指令電源の発動。
• 小売事業者へ市場から電源調達を促す。

ゲートクローズ時点 • 需給ひっ迫時補正インバランス料金の決定。 • 需給ひっ迫時補正インバランス料金の決定。



6（参考）広域予備率による需給運用開始時期の検討に向けて

■容量市場開設後の広域予備率による運用の前倒しについて検討を行うにあたり、需給調整市場開設後
の調整力の広域調達、広域機関による広域予備率算定、広域予備率の諸元となる想定需要や供給力の
統一化など、システム改修期間も含め総合的に判断していく必要がある。

■広域予備率算定に向けた検討事項について、一般送配電事業者と広域機関にて詳細検討を行っていく。
その結果を確認いただき、合理的な運用開始時期のターゲット設定をさせていただきたい。

市場他／年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025～

容量市場

発動指令電源

電源Ⅰ・Ⅰ´・Ⅱ調整力公募

需給調整市場（調整力広域調達）

エリア予備率による需給管理

広域予備率による需給管理

インバランス料金制度

広域需給調整システムを活用した広域需給運用

この期間においても
容量市場開設後の
需給運用について
適用の検討を行う

2024年度からの本格的
な広域運用に向けた
エリア運用と広域運用の
併用期間となるか

出所）第47回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2020年1月28日)資料2



7（参考）需給調整に係る状況変化

需給調整市場開設後の運用においては、BGが需要想定を適宜見直し、供給力不足が発生しないよ
うにGCまでに行動することがより求められる。

出所）第39回制度設計専門会合(2019年6月25日) 資料４



8（参考）広域需給調整下において広域予備率を見ることの必要性

広域メリットオーダーを実現するため、順次広域需給調整を開始する。連系線混雑のない範囲での広域予
備率で発電BG・需要BGが属する広域エリア（以下、広域ブロックと言う）の需給ひっ迫度合を判断する
ため、広域予備率を常時最新値に更新し、広く周知していく。連系線混雑の無い範囲の広域的なエリアで
は同一の広域予備率の値となる。

出所）第39回制度設計専門会合(2019年6月25日) 資料４



9（参考）インバランス料金の指標としての補正料金算定インデックスと広域予備率

新インバランス料金制度では、補正料金算定インデックスが需給ひっ迫時においてインバランス料
金に反映させる指標となる。2024年度には補正料金算定インデックスを各一般送配電事業者等の
予備率（広域予備率）と一本化することを目指す、とされている。

出所）第44回制度設計専門会合(2019年12月17日) 資料５
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（余白）
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論点１
広域予備率の諸元となる供給力の統一化



12（参考）広域予備率に係る検討課題の整理

No. 大項目 小項目 前回 今回

① 広域予備率算定方法 計算ロジックの基本的な考え方 計算手法の確認 (広域システム要件
定義へ)

② 広域予備率算定諸元
の統一化

a. 需要想定 現状の確認 -

b. 供給力想定（前日スポット取引後）
b-1. 調整電源の潜在計算
b-2. 非調整電源の想定方法

論点の整理 【本委員会付議】

供給力想定方法の
妥当性確認

(中給システム改修
要件定義へ)

c. 供給力想定（前日スポット取引前）
c-1. 計画の点数及び時間帯
c-2. 調整電源の想定方法
c-3. 非調整電源及び連系線潮流の想

定主体と方法

論点の整理

③ 広域予備率による需給
運用開始時期

市場や各制度の開始時期、①②の考え方
に基づくシステム改修時期を踏まえ、いつか
ら運用を開始するか

- 【本委員会付議】

運用開始時期の
ターゲット設定



13広域予備率の算出と算定諸元の関係

各一般送配電事業者
広域機関

で計算・公表

北海道供給力(注1)

北海道 想定需要

連系線情報
（各連系線分断有無）

広域予備率(注2)

公表

 一般送配電事業者は、各エリア中給システムから広域システムに調整電力計画（供給力・需要・予

備力）を登録している。

 広域予備率の諸元となる、①想定需要と②供給力の算定方法の統一化が課題であり、特に供給力の

想定方法について、広域機関と一般送配電事業者で検討した結果を次ページ以降に示す。

･
･
･

沖縄 想定需要

沖縄 供給力(注1)

･
･
･

想定需要の計上方法は概ね統一化されている

（注１）供給力の計上方法は各社統一化が必要
（注２）2022年度から広域予備率とは別に補正料金算定インデックスを算定予定。

2024年度に広域予備率との一本化を目指す。



14一般送配電事業者による計画の提出スケジュール

一般送配電事業者が広域機関に提出する計画は、計画策定断面ごとに下図の通り。
まずは、実需給に近い翌日から当日断面の供給力の積み方について検討結果を示す。

提出する
計画

年間計画
(第１～第２年度)

月間計画
(翌月・翌々月)

週間計画
(翌週・翌々週)

翌日計画 当日計画

提出期限 毎年３月２５日 毎月２５日 毎週木曜日 毎日
１７時３０分

随時

計画点数 各月平休日別の最
大需要時及び最小
需要時の２点

各週平休日別の最
大需要時及び最小
需要時の２点

日別の最大需要時
及び最小需要時の
２点

翌日の３０分
毎の４８点

当日の３０分
毎の４８点

翌日・当日計画

●広域予備率演算・公表の範囲



15翌日計画から当日計画における論点

現状の翌日計画から当日計画について
 30分毎の48点計画とする
 提出タイミングは前日17:30であり、スポット取引後の計画潮流が存在する。

小項目 論点

b. 供給力想定（前
日スポット取引
後）

b-1. 調整電源(揚水発電)の潜在計算 調整電源(揚水発電)の潜在計算方法
（揚水発電があるエリアの予備力計
上方法の統一化）

b-2. 非調整電源の想定方法 太陽光及び風力の予測方法とFITイ
ンバランス特例制度の整理

翌日・当日計画



16（参考）b-1. 調整電源の潜在計算について

アンケートの結果、前日スポット取引後の翌日計画において、需給バランスの予備率計算に影響のある
揚水発電の潜在計算と見直し頻度について、下表のような違いが見られた。

項目 回答例① 回答例②

①潜在計算方法 予備率一定貼り付け
-５社

○予備力一定貼り付け：２社
○貯水量を発電可能時間で均等割り：１社
○その他：２社（揚水の電源Ⅰ・Ⅱなし)

②潜在見直し再計算の
有無

常に再計算を実施
-１社

○需給ひっ迫時のみ再計算：４社
○その他：２社（揚水の電源Ⅰ・Ⅱなし）、
３社(都度対応)

③上池貯水残のオンライ
ン取得

現状可能
-５社

○改修をすれば可能：３社
○その他：２社（該当設備無し）

■広域予備率は、需給ひっ迫時を含む需給管理の基本的な指標となること、広域需給調整下のインバ
ランス料金制度では、GCごとに数値を更新していく必要があることから、自動的に予備率が計算
されるように構築する必要がある。

■広域予備率の公表の目的から、需給が厳しいと見込まれる時間帯はインバランス料金単価の指標と
なることを踏まえ、広域予備率算定断面において、①蓋然性のある数値となることとし、且つ、各
エリアの供給力の想定は、②計算方法を統一することとしてはどうか。

■各社が行っている潜在計算手法は、想定する状況に応じそれぞれ一定の合理性がある。
したがって、広域機関と一般送配電事業者とで、前項の考え方を基本としつつ、制度の理念と一般
送配電事業者の中給システム改修規模を考慮し、週間断面も含め、供給力の想定方法の詳細を検討
した上で、次回提示することとしたい。

出所）第47回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2020年1月28日)資料2



17b-1. 潜在計算方法の比較検討

 非ひっ迫時に潜在出力が需給に与える影響は限定的で、予備率一定と予備力一定の両手法について
は一長一短があると考えられるため、2019年9月10日の需給状況を参考に、ひっ迫時に対して両手
法の得失を評価した。

 下図の例では、中部エリアの17:00-18:00のエリア予備率が1.2%となったが、広域機関による需
給ひっ迫融通指示を実施し、需給ひっ迫融通指示以上の追加的な需給対策までには至らなかった。

翌日・当日断面

出所）第45回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2019年11月14日) 資料４
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エリア 16:00～16:30 17:00～17:30 18:00～18:30

北海道 3.53% 5.76% 5.93%

東北 3.53% 5.76% 5.93%

東京 3.53% 5.76% 5.93%

中部 4.91% 5.76% 5.93%

北陸 4.91% 5.76% 5.93%

関西 4.91% 5.76% 5.93%

中国 4.91% 5.76% 5.93%

四国 4.91% 5.76% 5.93%

九州 4.94% 5.76% 5.93%

＜需給ひっ迫融通指示前の各社予備率想定（15時40分集約時点）を元に算出＞

：広域予備率計算上の分断

b-1. 2019年9月10日の広域予備率

 2019年9月10日の需給状況に対して、連系線制約を加味して広域予備率を試算したところ、具体
的な数値と分断状況は下表のとおりとなった。

 例えば、17:00-17:30の中部エリアを含む広域ブロックの広域予備率は5.0%以上となる。
 広域予備率による需給運用を評価する場合、この例では、新インバランス料金制度による事業者行

動の変化や一般送配電事業者の計画もGC毎に更新される上池貯水残を考慮した各エリアの予備率
改善効果が反映されていないことに注意が必要である。

翌日・当日断面



19b-1. 潜在計算方法の比較検討（簡易シミュレーション）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

 目的
予備率一定貼付けと予備力一定貼付けの手法による違いを確認する。

 方法
・各一般送配電事業者が公表している需給実績データを基に、想定需要と揚水以外の供給力に対し、揚
水配分後の予備率を一定にするように貼り付ける場合と揚水配分後の予備力を一定にするように貼り
付ける場合の２パターンを比較する。

・需給ひっ迫時の残余需要カーブや平常時の残余需要カーブに対して、揚水貯水残をパラメータにして
各時刻の揚水配分量を評価することで感度分析を行った。

エリア残余需要（固定）

揚水以外の
供給力
（固定）

揚水貯
水残

揚水貯
水残

揚水貯
水残

0% 100%

変動 変動

配分

翌日・当日断面
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b-1. 予備率一定貼付と予備力一定貼付のイメージ

予備率一定貼付 予備力一定貼付

予備率
予備率

予備力
予備力

揚水供給力 揚水供給力

予
備
率[%

]

予
備
率[%

]

需
要
・
供
給
力
・
予
備
力[M

W
]

需
要
・
供
給
力
・
予
備
力[M

W
]

一定

一定

固定供給力 固定供給力

エリア残余需要

翌日・当日断面

エリア残余需要

予備率一定と予備力一定の貼り付け方の差を概念的に下図に示す。

※残余需要の形状及び固定供給力の割合は、東京エリアの2019年5月8日実績を参考とした。
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0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

28% 29% 31% 33% 34% 36% 38% 39% 41% 42% 44%

潜在計算手法

予備率一定 予備力一定

ひっ迫時
（貯水残が少
ない場合）

○：最小予備率断面で揚水供給力が多く配
分される。予備力一定に比べ、局所的
に配分される。

△：予備率一定に比べ、最小予備率断面の
揚水供給力が少ない。

b-1. 潜在計算簡易シミュレーション結果（ひっ迫時）

 最小予備率のコマに対する差（ひっ迫時）

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

43% 48% 52% 57% 61% 66% 70% 75% 79% 84% 88% 93% 97%

揚水貯水残

予
備
率

予備力一定

予
備
率

揚水貯水残

中部エリア（2019年9月10日17時） 東京エリア（2019年9月10日17時）

予備率一定予備率一定

予備力一定

揚水貯水残によっては、最小予備
率のコマに対して、予備率一定の
方が揚水供給力が多く配分される

翌日・当日断面
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潜在計算手法

予備率一定 予備力一定

ひっ迫時 △：需要が小さい時間帯に対しては、予備
力一定よりも少なく配分されるため、最
大単機脱落分を下回る可能性※がある

○：左記に比較して、需要に依らず、予備
力一定で配分するため、需要が小さい
時間帯も最大単機脱落分を補える可能
性がある。

 0時～24時の差（ひっ迫時、上池貯水残100%で試算）
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中部エリア（2019年9月10日） 東京エリア（2019年9月10日）

需要の小さい時間帯では、予備力
一定の方が多く配分される。

予備率一定

予備力一定

予備率一定

予備力一定

b-1. 潜在計算簡易シミュレーション結果（ひっ迫時）

※ただし、GC毎の潜在出力見直しに
より、この点はカバーされ得る。

[MW] [MW]

翌日・当日断面
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潜在計算手法

予備率一定 予備力一定

平常時
（非ひっ迫
時）

・最小予備率のコマに多く配分される。
・非ひっ迫であれば、最大単機脱落にも耐
えられる。

・最小予備率のコマに配分されない分、そ
の他の時間帯に多く配分される。

・非ひっ迫であれば、最大単機脱落にも耐
えられる。

 0時～24時の差（非ひっ迫時）

どちらも同等
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中部エリア（４月２４日） 東京エリア（４月１０日）

予備力一定

予備率一定

予備力一定 予備率一定

b-1. 潜在計算簡易シミュレーション結果（非ひっ迫時）

[MW] [MW]

翌日・当日断面



24b-1. 調整電源（揚水発電）の潜在計算方法の統一化

 各社採用の潜在計算方法の内、予備率一定と予備力一定の比較を下表の通り整理した。
 どちらの手法も想定する状況に応じて一定の合理性がある。
 統一化を目指すという観点から、各社の中給改修規模が少なく、ひっ迫時に予備率一定の方がひっ

迫コマに対して多くの供給力が配分される傾向という点も加味し、予備率一定の潜在計算方法で統
一してはどうか。

翌日・当日断面

潜在計算手法

予備率一定 予備力一定

ひっ迫時
（貯水残が少
ない場合）

○：最小予備率断面で揚水供給力が多く配
分される。予備力一定に比べ、局所的
に配分される。

△：予備率一定に比べ、最小予備率断面の
揚水供給力が少ない。

ひっ迫時 △：需要が小さい時間帯に対しては、予備
力一定よりも少なく配分されるため、
最大単機脱落分を下回る可能性がある。

※ただし、GC毎の潜在出力見直しにより、
上記はカバーされる。

○：左記に比較して、需要に依らず、予備
力一定で配分するため、需要が小さい
時間帯も最大単機脱落分を補える可能
性がある。

各社中給改修
規模

○：現在採用している会社が多く、全体の
改修規模として限定的

△：多くの会社で運用変更が必要、かつ、
システム改修の規模が大きい

【提案】翌日計画以降の潜在計算方法は、予備率一定方式で統一することでどうか。

○



25b-2. 非調整電源の自然変動電源の想定方法 翌日・当日断面

 自然変動電源（太陽光・風力）の想定方法は、計画策定時点の最新の日射量予測及び風況予測を基に
48点の出力カーブを想定する。

 下図は、九州エリアの太陽光出力想定を示しているが、各エリアで気象会社からの日射量予測を用い
ているという点では同様であり、予測地点数などが異なる。

出所）2019年12月25日 広域機関公表「再生可能エネルギー発電設備の出力抑制の 検証における基本的な考え方～九州電力編～」



26b-2. 非調整電源の自然変動電源の想定方法

 気象会社からの予測データがベースとなる。各社の計測地点数や更新頻度に差異はある。しかし、気
象会社からの日射量・風況予測を用いてエリアにおける自然変動電源の出力を各社想定しており、現
時点においてはこの手法により想定することが合理的と考えられる。

翌日・当日断面

出所）2019年12月25日 広域機関公表「再生可能エネルギー発電設備の出力抑制の 検証における基本的な考え方～九州電力編～」



27b-2. 自然変動電源の想定対象 全断面共通

 FITインバランス特例制度では、一般送配電事業者が特例制度①③の自然変動電源の出力想定する。
 一方、特例制度②及びFITインバランス特例適用外（卒FIT等）は、発電BGの計画値を用いることが

基本となるが、現状、各エリアの全自然変動電源に占める特例制度②及び卒FITの割合が小さいこと
を考慮し、当面（2023年度まで）は、一般送配電事業者が、エリアの日射量予測並びに風況予測で
一括して出力想定を行うことが合理的である。

 2024年度以降は、制度改正や卒FITの設備容量の変化が見込まれる。一方、再エネ出力抑制のため
には引き続きエリア一括の出力想定は必要と見込まれる。FIT特例制度②及び非FITは、発電BGの計
画を用いるといった対応の実現性も含めて継続検討することとしたい。

【提案】2023年度までは、一般送配電事業者がFIT②,非FIT含め想定することでよいか。
2024年度以降は、FIT②,非FITの導入状況やFIT制度を鑑み、継続検討としてはどうか。



28b-2. 自然変動電源の予測誤差

自然変動電源（特に太陽光）の出力想定値は、翌日計画策定断面以降、相当程度の誤差が発生して
いる。小売BGへの需給に対するシグナルとする目的からすれば、翌日計画断面の予測値から計算
された広域予備率だけでは情報として不充分な懸念がある。

翌日・当日断面

出所）第27回制度設計専門会合(2018年2月23日) 資料８



29b-2. 自然変動電源の予測誤差 翌日・当日断面

 2021年度から需給調整市場で三次②の調整力の市場取引が開始される。一般送配電事業者は、前
日15時以降に翌日の三次②約定量を公表する。

 三次②必要量の計算は予め定められており、太陽光出力下振れなどの予測誤差リスクに対応する
三次②調達量は予備率に含まれているため、その観点からも、広域予備率の諸元となる供給力に
含まれる自然変動電源の出力は、特に太陽光の下振れリスクは考慮しない太陽光出力で想定する
ことが適当である。

出所）第12回需給調整市場検討小委員会(2019年6月27日) 資料３－２



30（参考）需給調整市場における情報公表

出所）第41回制度設計専門会合(2019年9月13日) 資料６



31c. 一般送配電事業者による計画の提出スケジュール

一般送配電事業者が広域機関に提出する計画は、計画策定断面ごとに下図の通り。
週間断面の供給力の積み方について検討結果を示す。

提出する
計画

年間計画
(第１～第２年度)

月間計画
(翌月・翌々月)

週間計画
(翌週・翌々週)

翌日計画 当日計画

提出期限 毎年３月２５日 毎月２５日 毎週木曜日 毎日
１７時３０分

随時

計画点数 各月平休日別の最
大需要時及び最小
需要時の２点

各週平休日別の最
大需要時及び最小
需要時の２点

日別の最大需要時
及び最小需要時の
２点

翌日の３０分
毎の４８点

当日の３０分
毎の４８点

週間・翌々日断面

●広域予備率演算・公表の範囲
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小項目 論点

c. 供給力想定
(前日スポット取引前)

c-1. 計画の点数及び時間帯 計画点数の検討

不等時性の扱い

翌々日計画の運用開始時期

c-2. 調整電源の想定方法 調整電源(揚水発電)の潜在計算の必要性

バランス停止機の扱い

c-3. 非調整電源及び連系線
潮流の想定主体と方法

非調整電源の想定方法（自然変動電源）

連系線潮流の想定方法

現状の週間計画について
 需要の最大値と最小値並びにその時刻の2点計画。
 提出タイミングは、毎週木曜日で翌週と翌々週の計画が提出されるので、連系線の計画潮流はない。
 現在、スポット取引前の計画は週間計画のみであり、翌々日計画は存在しない。

週間計画並びに翌々日断面の論点 週間・翌々日断面



33c-1. 週間計画点数の検討

目的１．広域予備率での需給監視の観点
⇒現在2点で各エリアの需給を監視している。広域予備率によって、監視対象範囲が広域化されるこ
とになり、この点をもって週間断面で48点が必要ということにはならないか。

目的２．新インバランス制度の観点
⇒小売電気事業者に需給ひっ迫の度合を示すことで、計画値同時同量遵守を促す。
・小売電気事業者は、GCまでに不一致を解消すればよく、GCに近い当翌日の広域予備率がより重要
な意味を持つ。

・最大需要時と最小予備率時の２点でおおよその目安を示すことで充分か。
・全国統一の時刻での最大需要と最小予備率断面の供給力とする必要があるのではないか。

目的３．容量市場創設後、リクワイアメントのためのアラートの観点
⇒バランス停止機の選定に用いることになる。
・上述の不等時性を解消した2点の供給力から計算した広域予備率で、バランス停止機の判断はでき
るのではないか。

【検討の前提】
 2023年度までは、電源Ⅰ・Ⅱ公募が残っている。
 一般送配電事業者の調整電力計画は、毎週木曜日提出の翌週以降、二週間分の計画。
 需給調整市場で調達可能な調整力は、三次①と②であり、三次②は取引が始まっていない断面。
 一般送配電事業者に48点の週間計画の提出を求めるためには、発電BG・需要BGの計画についても、

48点化が必要となり、システム改修が必要なBGが多数存在すると考えられ、社会コストは大きい。

以下の3点の目的から、週間計画は2点の計画の提出を求めることとし、翌週計画に対して広域予備率を
算定したい。（需給注意報の対象でない翌々週計画は参考値扱いとなるか。）

週間・翌々日断面

【提案】週間断面の広域予備率の粒度は、最大需要時と最小予備率時の２点としてはどうか。



34c-1. 不等時性の扱い

 現在、各一般送配電事業者は、管轄するエリアの最大需要想定時刻及び最小需要想定時刻の需給状
況を提出している。

 今後は、広域的に需給を調整するため、広域ブロック単位で最大需要が想定される時刻の需給状況
を示すべきであるため、提出時刻を揃えて評価してはどうか。

 併せてより有意な情報提供として、最小需要想定時刻の需給状況の取扱いを止めて、最小予備率想
定時刻の広域予備率を算定・公表してはどうか。

 広域ブロックの最大需要発生時刻及び最小予備率発生時刻は時期により異なるため、広域機関で過
去実績から全国の需要実績と供給力から月ごとに全エリア共通の時刻を年度初に指定することとし
たい。

 ただし、全エリア共通の時刻とした場合、例えば、冬季の北海道エリアと他エリアとでは最小予備
率時刻が大きく異なることが想定され、実運用上問題が無いかは確認が必要である。

週間・翌々日断面

【提案】広域機関が月ごとの共通時刻を指定することで、週間計画の不等時性を解消してはどうか。
※この変更により、各BGは、自身の販売計画や需要計画が最大時刻の計画を提出するのでは
なく、広域機関が指定した時刻の計画を提出することになることに留意が必要。



35c-1. 翌々日断面の計画更新と運用開始時期

 電源Ⅰ及びⅡの公募が残る期間であり、需給ひっ迫のおそれがある場合は、各一般送配電事業者
から電源Ⅰ,Ⅱの起動ができる。また、容量市場の開始前であり、事業者に対してリクワイアメン
トはない。

 このことから、2023年度までは翌々日計画の策定を行わないこととしたい。

 週間計画から翌々日までに気象情報の変更に伴い、想定需要や再エネ予測が変化する。また、
2024年度以降、週間計画断面から需給注意報（需給ひっ迫のおそれ判定）を行っていくが、特に
週間断面では広域機関による需給注意報の発出はないものの、翌々日断面で同注意報が必要とな
るケースを想定すると、スポット取引前に更新された広域予備率で需給注意報の判定、周知が必
要になるか。

 翌々日計画としては、スポット市場や需給調整市場(三次②)の約定が決まらない断面であり、計
画の目的が週間計画と同様であるので、週間計画より変更があった場合に、週間計画を更新する
形の計画提出方法をベースに具体的な検討を進めてはどうか。

週間・翌々日断面

【提案】翌々日断面は2024年度以降、週間計画を更新する形で広域機関に計画を提出してはどうか。

週間計画 翌日計画 当日計画

スポット取引

翌々日計画
更新



36（参考）翌々日断面の情報更新の必要性

出所）第42回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2019年8月27日) 資料３

 2024年度以降は、週間断面の需給注意報を受けた事業者の行動（計画変更）をスポット前に反映
する必要があるのではないか。

週間・翌々日断面



37（参考）容量市場開始後の需給バランス推移イメージ

スポット取引前の翌々日断面に、最新の気象情報を反映した計画に基づいた広域予備率が必要か。

週間・翌々日断面

出所）第42回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2019年11月14日) 資料3



38c-2. 揚水供給力の週間断面における計算手法の検討

 対象期間及びエリア
対象日：2018年12月～2019年11月の平日（実績 月間H1発生週 × 12か月）サンプル数：60日
エリア：東京（揚水設備の供給力に占める割合が多いエリアで評価）

 目的
（ⅰ）週間計画において、揚水供給力を調整係数*で評価したケースの予備率(以下、①調整係数)と、

現状の手法で評価したケースの予備率(以下、②現手法)の差異を確認する。
（ⅱ）週間断面の予備率(①調整係数,②現手法)と前日断面の予備率(以下、③前日予備率)を比較し、

（ⅰ）により得られた手法の差異が有意なものか確認する。
*揚水の調整係数における運転継続可能時間は、日々の揚水運用として上池に水を戻せる前提で、満水位前提の値として評価。

 方法
・対象期間における各週間計画作成時の想定需要及び揚水以外の供給力を固定した上で、調整係数及び
現手法により算出した揚水供給力を計上し、仕上がりの予備率をそれぞれ①調整係数、②現手法とす
る。

・③前日予備率は、対象日の前日夕方に広域機関に提出した計画に基づく。

比較関係図
 週間断面の予備率

①調整係数

②現手法

 ③前日予備率
目的（ⅰ）
手法による差の確認

目的（ⅱ）
（ⅰ）による差の確認

比較

比較

比較

週間・翌々日断面
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目的（ⅰ） 目的（ⅱ）

①調整係数－②現手法 ①調整係数－③前日予備率 ②現手法－③前日予備率

平均 -0.7% 3.2% 3.9%

標準偏差 3.3% 6.6% 6.3%

(差分値)※ （6.9%） （15.9%） （16.4%）

 週間計画時の予備率(①調整係数,②現手法;潜在計算)の差、及び、③前日予備率との差を示す。
 東京エリアの週間断面の予備率に与える揚水算定方法の影響は、平均で-0.7%であった。

c-2. 最大需要時の比較（東京エリア） 週間・翌々日断面

※プラス側、マイナス側の上位3点の算術平均のうち、絶対値が大きい方を記載

予
備
率

①調整係数

③前日予備率

②現手法

2019年2月 2019年3月 2019年4月 2019年5月 2019年6月 2019年7月 2019年8月 2019年9月 2019年10月 2019年11月2018年12月 2019年1月

：各予備率数値の平均値
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 週間計画時の予備率(①調整係数,②現手法;潜在計算)の差、及び、③前日予備率との差を示す。
 最小予備率断面においても、手法による差の傾向は最大需要時の場合と同様である。
週間及び翌日断面における予備率の差異は、揚水供給力想定方法による影響は限定的である。

c-2. 最小予備率時の比較（東京エリア） 週間・翌々日断面

目的（ⅰ） 目的（ⅱ）

①調整係数－②現手法 ①調整係数－③前日予備率 ②現手法－③前日予備率

平均 -0.7% 3.2% 3.9%

標準偏差 3.4% 4.6% 4.2%

(差分値)※ （6.9%） （11.8%） （11.9%）

※プラス側、マイナス側の上位3点の算術平均のうち、絶対値が大きい方を記載

①調整係数

③前日予備率

②現手法

予
備
率

2019年2月 2019年3月 2019年4月 2019年5月 2019年6月 2019年7月 2019年8月 2019年9月 2019年10月 2019年11月2018年12月 2019年1月

：各予備率数値の平均値



41c-2. 東京・中部・関西エリアの手法による予備率差

 最大需要時

 最小予備率時

東京 関西 中部
3エリア

広域ブロック化注2

平均 -0.7% 0.6% 3.8% 0.8%

標準偏差 3.3% 0.8% 3.2% 1.7%

(差分値)注4 （6.9%） （1.7%） （11.3%） （4.6%）

東京 関西 中部
3エリア

広域ブロック化注2

平均 -0.7% 0.6% 1.2% 0.1%

標準偏差 3.4% 0.7% 1.9% 1.8%

(差分値)注4 （6.9%） （1.7%） （6.1%） （4.0%）

注1）対象期間：2018年12月～2019年11月の平日（原則 東京・関西・中部エリア合計需要実績の月間H1発生週 × 12か月）
注2）広域ブロック化において連系線制約は考慮していない。
注3）3エリア間の不等時性は考慮していない。
注4）プラス側、マイナス側の上位3点の算術平均のうち、絶対値が大きい方を記載

 東京エリア以外での傾向を把握するため、中部・関西エリアで現手法と調整係数の差を比較した。
 3エリアで均平化後（連系線制約無視）の予備率数値の平均誤差は、最大需要時・最小予備率時共

に1.0%未満であり、現手法に対しそん色ないレベルでの揚水供給力の評価が可能と考えられる。

週間・翌々日断面
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 東京エリアにおいて、①調整係数と②現手法の手法による予備率の差を比較したところ、その差は
平均で-0.7%で標準偏差で3.3-3.4%の範囲内に収まっている。中部・関西エリアでも比較し、3社
の広域ブロックで評価したところ、概ね手法による差は限定的と言えるのではないか。

 一方、東京エリアにおいて、①調整係数と③前日予備率、及び、②現手法と③前日予備率を比較し
たところ、その差は、①調整係数と②現手法の手法による差に比べ平均して大きく、また、標準偏
差も大きい。最大需要時及び最小予備率時ともに同様の傾向である。

 したがって、①と②の手法の差に関して、週間計画から翌日計画にかけては、揚発以外の太陽光の
想定出力や連系線潮流の変化など、供給力を構成する他の要素の変動幅の方が大きいため、広域予
備率の諸元としての供給力の差としては支配的ではないと考えられるのではないか。

 以上から、週間計画における揚水供給力の想定は、手法の統一化を志向し、実現性と計画の目的に
資する精度を両立する案として、調整係数を用いた供給力の計上方法を採用してはどうか。

 また、九州エリアにおけるGWなど、明らかに再エネ抑制が見込まれる日において、揚発の調整係
数の運転継続可能時間を一義的に満水想定で計算することは合理的ではない。これら特異日の想定
は、乱発にならないように一定の配慮をしつつ、ある程度場合分けして運用していくこととしたい。

【提案】・週間断面の揚水供給力は、原則、調整係数による評価としたいがよいか。
・ただし、運転継続可能時間は、再エネ抑制が見込まれる週などを考えると、一義的に決め
るのは必ずしも合理的ではないため、場合分けした採用数値を一般送配電事業者と検討し、
実運用に落とし込むことでどうか。

c-2. 調整電源（揚水発電）の潜在計算の必要性 週間・翌々日断面



43c-2. バランス停止機の扱い

 週間断面からバランス停止機の選定を行い、バランス停止予定の発電機の供給力を控除した広域予
備率を示すべきか。それとも、実需給に並列できることを前提に、バランス停止機の選定はせず、
発電可能な最大供給力で広域予備率を示すべきか。

 2024年度以降は、事業者へのバランス停止機を起動するシグナルとするため、「バランス停止のま
ま実需給をむかえた場合の予備率」を示す必要があり、バランス停止機は供給力にカウントしない
と整理されている。

 容量市場開始前の2022年度以降においても、新インバランス制度下において、事業者に対し実需給
で可能性が高い数値を示すことで、適切な行動を促せると考えられることから、週間断面でバラン
ス停止の検討を行った上で、バランス停止機は供給力に含めないこととしてはどうか。発電可能な
最大値では、適切な行動を促す周知にならないのではないか。

週間・翌々日断面

【提案】週間計画においてバランス停止機の供給力はエリアの供給力に計上しないこととしてはどう
か。



44

 一般送配電事業者は、週間計画作成時点ではバランス停止を予定していたものの、週間断面から翌
日断面にかけて、FITの想定が下振れした場合や需要想定を上方修正した場合などは、バランス停止
を取り止め並列させて対応する。

 広域予備率の見え方として、定性的には、FITや需要が想定どおりかどうかに関わらず、同じ程度の
数値が公表されることとなる。週間から翌日にかけてFITや需要が想定から外れても週間時点と翌日
時点で同じ程度の広域予備率となるのは、一般送配電事業者等が必要と判断した時にバランス停止
機を並列しているためである。

BS予
定機

太陽
光想
定値

8%
程度*

週間時点

太陽
光想
定値

BS予
定機

翌日時点

(ⅰ)FITが想定どおりの場合

BS予
定機

太陽
光想
定値

8%
程度*

週間時点

太陽光
想定値

BS予
定機

翌日時点

(ⅱ)FITが下振れた場合

BS予
定機

太陽
光想
定値

8%
程度*

週間時点 翌日時点

(ⅲ)需要が上振れた場合

太陽
光想
定値

BS予
定機

供給力 供給力 供給力 供給力 供給力 供給力

週間・翌々日断面c-2. バランス停止機の扱い

*バランス停止後の目安数値の一例である。



45（参考）需給注意報の判定に用いる予備力の計上方法

出所）第42回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2019年8月27日) 資料３
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出所）第42回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2019年8月27日) 資料３

（参考）バランス停止機を予備力計上から除く理由
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出所）第42回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2019年8月27日) 資料３

（参考）バランス停止機を予備力計上から除く理由



48c-3. 非調整電源の想定方法（自然変動電源）

 水力
 非調整電源の水力は、BGが提出する発電計画値とする。

 風力
 太陽光との相関関係などを考慮し、週間天気予報の風況予測に基づく出力カーブとする。ただし、

システム対応が必要な会社もあることや現時点においては太陽光に比べて影響が大きくないこと
も踏まえ、最終的な目標は風況予測によるシステム対応を目指すものの、暫定的に調整係数や過
去実績に基づく出力カーブも許容する。

 太陽光
■ 実現性や費用対効果、各社統一性という観点から案２を基本とする。

案１．当該月の平均的な出力カーブとする。
案２．日射量予測に基づいた出力カーブとする。ただし、日射量予測に基づく想定が困難な会社

は、週間天気予報に基づいた出力カーブとし、晴れ・曇り・雨の３パターンを使い分ける。
※週間断面での太陽光下振れ等の予測リスクは、今後の実績を見つつ検討する。

週間・翌々日断面

【提案】週間計画における自然変動電源の想定は以下としたいがよいか
水力：BGの発電計画値とする。
風力：週間風況予測に基づく出力カーブを原則とする。ただし、最終的な風況予測によるシ

ステム化を志向しつつ、調整係数等によるカーブも可としてはどうか。
太陽光：日射量予測に基づいた出力カーブとする。ただし、週間天気予報に基づき、晴れ・

曇り・雨の３パターンを使い分ける方法も可としてはどうか。



49c-3. 連系線潮流の想定方法

 連系線潮流は前日スポット取引により決まるため、週間・翌々日断面の計画潮流は存在しない。

 そのためスポット取引以前には何らかの想定が必要となり、以下の案が考えられる。
案１．各一般送配電事業者で想定する
案２．広域機関が作成する予想潮流※を使う

※系統利用者の発電販売計画・需要調達計画を積み上げて作成。ただし、各種計画値の積
み上げが明らかに現実と乖離があると考えられる場合、現状においても事業者に確認等
を行い補正していることがある。

 案１は一般送配電事業者ごとに想定するため、同一連系線の両側の一般送配電事業者間で差異が出
てしまうのではないか。その差異をなくすことを目指すよりは、案２を使うことが適当ではないか。

 以上から、連系線潮流は、広域機関が作成する予想潮流を用いることで統一したい。また、最大需
要時刻及び最小予備率時刻の2点で予想潮流を作成する方向で検討したい。

週間・翌々日断面

【提案】週間断面の連系線予想潮流には、広域機関が作成した予想潮流を用いることとしたいがどうか。



50小括（１／３）

 今回の事務局の提案をまとめると下表の通り。提案内容は、原則的な事柄を示す。

翌日・当日断面

小項目 論点 今回の提案 開始時期

b. 供給力想定
（前日スポッ
ト取引後）

b-1. 調整電源
(揚水発電)
の潜在計算

調整電源(揚水発電)
の潜在計算方法
（揚水発電がある
エリアの予備力計
上方法の統一化）

予備率一定 広域予備率
運用前倒し
年度から

b-2. 非調整電
源の想定
方法

太陽光及び風力の
予測方法とFITイン
バランス特例制度
の整理

・一般送配電事業者がFIT②,
非FIT含め想定する（2023
年度まで）

・2024年度以降、FIT②,非
FITのBG計画を用いること
も含め継続検討。



51小括（２／３）

 今回の事務局の提案をまとめると下表の通り。提案内容は原則的な事柄を示す。
 今回提案の供給力統一化方法について、大筋了承いただければ各社中給システム改修の要件定義に
入る。概ね2年程度で改修が完了する見通しのため、システム面では広域予備率による需給運用は
最も早くて2022年4月からスタートできることになる。

週間・翌々日断面

小項目 論点 今回の提案 開始時期

c. 供給力
想定

（前日ス
ポット取
引前）

c-1. 計画の点
数及び時
間帯

計画点数の検討 週間・翌々日ともに２点とする 広域予備率
運用前倒し
年度から不等時性の扱い 広域機関が指定する時刻で統一する

翌々日計画の運
用開始時期

2024年度からとする 2024年度～

c-2. 調整電源
の想定方
法

調整電源の潜在
計算の必要性

週間・翌々日ともに調整係数による評
価とする

広域予備率
運用前倒し
年度から

バランス停止機
の扱い

バランス停止機の供給力は、エリアの
供給力から控除する

c-3. 非調整電
源及び連
系線潮流
の想定主
体と方法

非調整電源の想
定方法（自然変
動電源）

水力：BGの発電計画値とする。
風力・太陽光：風況予測・日射量予測
による想定を原則とする。ただし、週
間断面は、調整係数や天気予報のパ
ターンによる想定も可とする

連系線潮流の想
定方法

広域機関作成の予想潮流を用いる ※

※現在広域機関が作成している予想潮流を用いることができるか確認していく。



52小括（３／３）

 今回事務局が提案する、一般送配電事業者が広域機関に提出する計画の変更案は、計画策定断面ご
とに下図の通り。

 開始年度に留意し、必要に応じ送配電等業務指針の変更等を検討していく。

提出する計画 年間計画
(第1-2年度)

月間計画
(翌月・翌々月)

週間計画
(翌週・翌々週)

翌日計画 当日計画

提出期限 毎年3月25日 毎月25日 毎週木曜日 毎日(注1) 毎日
17時30分

毎GC

計画点数 各月平休日の
最大需要時及
び最小需要時
の2点

各週平休日の
最大需要時及
び最小需要時
の2点

日別の広域
機関が指定
した時刻(注2)

の２点

翌々日の広域
機関が指定し
た時刻(注2)の２
点の数値更新

翌日の３０
分毎の４８
点

当日の３０
分毎の４８
点

●広域予備率演算・公表の範囲

変更範囲
広域予備率運用前倒し年度～

2024年度～

注1）提出期限の時刻は未定
注2）月ごとに広域機関が指定する

運用開始時期
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論点２
広域予備率による運用の開始時期



54（参考）広域予備率に係る検討課題の整理

No. 大項目 小項目 前回 今回

① 広域予備率算定方法 計算ロジックの基本的な考え方 計算手法の確認 (広域システム要件
定義へ)

② 広域予備率算定諸元
の統一化

a. 需要想定 現状の確認 -

b. 供給力想定（前日スポット取引後）
b-1. 調整電源の潜在計算
b-2. 非調整電源の想定方法

論点の整理 【本委員会付議】

供給力想定方法の
妥当性確認

(中給システム改修
要件定義へ)

c. 供給力想定（前日スポット取引前）
c-1. 計画の点数及び時間帯
c-2. 調整電源の想定方法
c-3. 非調整電源及び連系線潮流の想

定主体と方法

論点の整理

③ 広域予備率による需給
運用開始時期

市場や各制度の開始時期、①②の考え方
に基づくシステム改修時期を踏まえ、いつか
ら運用を開始するか

- 【本委員会付議】

運用開始時期の
ターゲット設定

③は、制度面及び運用面から総合的にターゲット設定するため、別資料で説明する。
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 広域予備率の算定諸元となる想定需要と供給力は、統一化を志向し、各一般送配電事業者との
検討結果を示した。

 本日示した積み上げ方で各社中給システムの改修を進めていきたいがどうか。

 これらの内容を踏まえ、広域機関システムと各社中給システムは2022年3月を目途に改修が完了す
るスケジュールとなり、システム面では2022年度から広域予備率による運用開始が可能となる見込み
である。


